
平 成 ２ １ 年 ３ 月 

独立行政法人日本学生支援機構 

 

 

 

競争の導入による公共サービスの改革に関する法律（平成１８年法律第５１号）に 

基づく「大阪第二国際交流会館の管理・運営業務」に係る契約の締結について 

 

 

 

平成２１年度～平成２３年度に実施する「大阪第二国際交流会館の管理・運営業務」（以

下「管理・運営業務」という。）について、下記のとおり契約を締結いたしました。 

 

 

１ 契約の相手方の住所、名称及び代表者の氏名 

大阪第二国際交流会館管理・運営業務共同事業体 

   （共同事業体の代表者） 

    東京都目黒区駒場４－５－２９ 

    財団法人日本国際教育支援協会 理事長 長谷川正明 

   （共同事業体の構成員） 

    大阪府大阪市北区天神橋７－７－５ 

伸和サービス株式会社 代表取締役 寺氏孝一 

 

 

２ 契約金額 

６３，３８１，１５０円（税込） 

※上記契約金額は、実施期間３年間分の総額。 

 

 

３ 管理・運営業務の内容及び管理・運営業務の実施に当たり確保されるべき質 

 

（１）管理・運営業務の内容 

以下の業務を実施する。 

イ 厚生補導業務 

（イ）入居者の受入事務 

（ロ）入居者名簿の作成 

（ハ）入居者の生活指導 

（ニ）入居状況の管理 

（ホ）日常の入居者の対応 

（へ）退去者の退去手続き事務・簡易な清掃 



（ト）事務日誌・巡回日誌等による独立行政法人日本学生支援機構（以下「機構」とい

う。）への報告 

（チ）カウンセラー・ＲＡとのミーティング（業務改善に向けた意見交換を含む。） 

（リ）春期・秋期入居者への一斉オリエンテーション（企画・議事進行を除く。） 

（ヌ）安全講習会・消防訓練の実施（企画・進行を除く。） 

（ル）ウェルカムパーティーの実施（企画・進行・館外への広報を除く。） 

（ヲ）カウンセラー・ＲＡとの連絡調整 

（ワ）入居者の疾病・怪我など緊急時の対応・報告 

（カ）入居者募集のパンフレット作成 

（ヨ）鍵管理 

ロ 会計業務 

（イ）入居費・使用料（館費）及び光熱水費、コインランドリー使用料、鍵再発行料の

入金及び回収状況報告 

（ロ）入居費・使用料（館費）及び光熱水費等の請求手続 

（ハ）使用料（館費）等の徴収（口座引落のデータ送信） 

（ニ）使用料（館費）等の徴収（口座引落が困難な場合） 

ハ 施設管理業務 

（イ）防火管理（消防計画の策定・周知を除く。） 

（ロ）施設一時使用申請書の受付・書類作成及び事前準備・事後管理 

（ハ）施設・備品・消耗品の損壊・汚損・紛失状況等の確認 

（ニ）退去後の居室鍵の交換 

（ホ）共用施設の円滑な利用促進 

（へ）インターネット接続手続代行 

（ト）居住者駐輪場管理 

（チ）清掃業務（事務所部分を含む。） 

（リ）警備業務（事務所部分を含む。） 

（ヌ）設備点検 

（ル）施設に関する苦情受付け・対応（修繕除く。） 

ニ 渉外業務 

（イ）ボランティア及び留学生関係団体連絡会の実施（機構が主催し、企画・関係者間

の調整・進行を除く。） 

（ロ）関係団体（ボランティア・近隣住民自治会）及び大学等への連絡調整 

（ハ）国際理解教育に関する留学生参加（地域・諸団体から国際理解教育のために入居

留学生の派遣を求められた場合） 

（ニ）他団体主催行事への留学生参加（地域・諸団体から入居留学生の参加を求められ

た場合） 

ホ 窓口業務 

（イ）業者等外来者の対応 

（ロ）電話の対応 

（ハ）施設見学希望者の対応（施設案内） 



（２）管理・運営業務の実施に当たり確保されるべき質 

イ 満足度に関するアンケート調査の結果 

     各年の６月及び１２月に入居者全員に対して機構が行う「入居者満足度アンケー

ト調査」及び退去する者に対して機構が行う同様の調査において、機構が指定する

全ての質問項目に対し、８０％以上の回答者から「満足」、「やや満足」の回答を

得ることとする。 

     また、厚生補導業務における上記（ル）の催事実施後にも、当該催事についての

満足度調査を行い、機構が指定する全ての質問項目に対し、８０％以上の回答者か

ら「満足」、「やや満足」の回答を得ることとする。 

ロ さらなる効果的・効率的業務運営に係る提案 

さらなる効果的・効率的業務運営に係る提案を年度内１回以上行うこととする。

なお、この提案に資するため、厚生補導業務における（チ）のカウンセラー、ＲＡ

とのミーティングについては、業務改善に向けた意見交換を含めて行うこととする。 

 

 

４ 実施期間 

管理・運営業務の実施期間（委託期間）は、平成２１年４月１日から平成２４年３月

３１日までの３年間とする。 

 

 

５ 管理・運営業務を実施するに当たり、報告すべき事項、秘密を適正に取り扱うために必

要な措置、その他管理・運営業務の適正かつ確実な実施の確保のために契約に基づき民間

事業者が講ずべき措置 

 

（１）報告 

イ 民間事業者は、管理・運営業務に係る収入支出経費を１年に１回機構に報告すると

ともに、必要に応じて機構から求められた場合にも報告することとする。 

ロ 民間事業者は、大阪第二国際交流会館の管理・運営業務民間競争入札実施要項（以

下「実施要項」という。）３（２）ハで必要と定められた事項を、同様に定められた

頻度で、別に定める様式により機構に報告する。 

ハ 上記「管理・運営業務の実施に当たり確保されるべき質」のうち、ロ｢さらなる効

果的・効率的業務運営に係る提案｣については、提案の都度、実施要項に定める様式

により機構に報告することとする。さらに、提案した事項について機構が承認する場

合には、民間事業者は実施に移すことができる。なお、実施のために委託内容の変更

を要する場合には、以下の（15）に基づき行うものとする。提案した事項を実施する

場合には、提案を踏まえた業務の改善状況について、実施要項に定める様式により、

委託期間中、１年に１回報告するものとする。 

二 民間事業者は、管理・運営業務を実施するに当たり、委託期間中の事故の防止等、

入居者の安全衛生については十分配慮するとともに、事故等が発生した場合は、迅速

に対応するとともに、速やかに機構あて報告しなければならない。 



 

（２）個人情報等の管理 

イ 民間事業者は、入居者の状況等が個人情報であるため、個人情報の保護に関する法

律（平成１５年法律第５７号）に基づき、個人情報の適切な管理をしなければならな

い。また、民間事業者が管理・運営業務に関して知り得た機構の情報についても適切

な管理をしなければならない。 

ロ 民間事業者で、管理・運営業務に従事している者又は従事していた者は管理・運営

業務の実施に関して知り得た秘密を漏らし、又は盗用してはならない。 

 

（３）管理・運営業務の開始及び中止 

イ 民間事業者は、締結された契約に定められた業務開始日に、確実に管理・運営業務

を開始しなければならない。 

ロ 民間事業者は、やむを得ない事由により管理・運営業務を中止しようとするときは、

あらかじめ機構と協議し、承認を受けなければならない。 

 

（４）公正な取扱い 

イ 民間事業者は、サービスの提供について、入居者を合理的な理由なく区別してはな

らない。 

ロ 民間事業者は、管理・運営業務における入居者の取扱いについて、大阪第二国際交

流会館（以下「会館」という。）以外の場で自らが行う事業の利用の有無により区別

してはならない。 

 

（５）金品等の授受の禁止 

民間事業者は、管理・運営業務において、カード鍵再発行料・退館時における使用

料返戻等の授受を除き金品等を受け取ること又は与えることをしてはならない。 

 

（６）宣伝行為の禁止 

イ 民間事業者及びその事業に従事する者は、「独立行政法人日本学生支援機構」、「大

阪第二国際交流会館」の名称を用い、管理・運営業務以外の自ら行う業務の宣伝に利

用すること（一般的な会社案内資料において列挙される事業内容や受注業務の１つと

して事実のみ簡潔に記載する場合等を除く。）及び当該自ら行う業務が管理・運営業

務の一部であるかのように誤認させるおそれのある行為をしてはならない。 

ロ 民間事業者は、会館において、会館以外の場で自らが行う事業の宣伝を行ってはな

らない。 

 

（７）機構との契約によらない自らの事業の禁止 

民間事業者は、会館において、機構以外の者との契約に基づき実施する事業を行っ

てはならない。 

 

 



 

（８）法令・規程の遵守 

イ 会館において管理・運営業務を遂行する際、民間事業者は、関係諸法令の定めると

ころに従いこれを誠実に実施するとともに、民間事業者の業務従事者の身元・風紀・

規律・衛生等について一切の責任を負うものとする。また、機構が不適当と認めた者

を管理・運営業務に従事させてはならないものとする。 

ロ 民間事業者の業務従事者は、機構が機構の職員に対し規定した服務及び保安に関す

る諸規程を尊重し、会館における就業中はこれを遵守しなければならないものとする。 

 

（９）安全衛生 

イ 民間事業者は、管理・運営業務を実施するに当たり、受託期間中の事故の防止等、

入居者の安全衛生については十分配慮しなければならない。 

ロ 民間事業者は、事故等が発生した場合は、迅速に対応するとともに、速やかに機構

あて報告しなければならない。 

 

（10）記録 

民間事業者は、管理・運営業務の実施状況に関する記録を作成し、管理・運営業務

を終了し、又は中止した日の属する年度の翌年度から起算して５年間、保管しなけれ

ばならない。 

 

（11）帳簿、書類 

民間事業者は、管理・運営業務に関して帳簿書類を作成し、管理・運営業務を終了

し、又は中止した日の属する年度の翌年度から起算して５年間、保管しなければなら

ない。 

 

（12）権利の譲渡の禁止 

民間事業者は、委託契約に基づいて生じた権利の全部又は一部を第三者に譲渡して

はならない。 

 

（13）権利義務の帰属 

イ 民間事業者は、管理・運営業務の実施が第三者の特許権、著作権その他の権利と抵

触するときは、その責任において、必要な措置を講じなければならない。 

ロ 民間事業者は、管理・運営業務の実施状況を公表しようとするときは、あらかじめ、

機構の承認を受けなければならない。 

 

（14）再委託 

イ 民間事業者は、機構から委託を受けた管理・運営業務の実施に係る業務を一括して

第三者に委託し又は請け負わせてはならない。 

 

 



ロ 民間事業者は、管理・運営業務の実施にあたり、その一部について再委託を行う場

合には、原則として、あらかじめ企画書において、再委託する業務の範囲、再委託を

行うことの合理性及び必要性、再委託先の履行能力並びに報告徴収その他管理・運営

の方法（以下「再委託先等」という。）について記載しなければならない。 

ハ 民間事業者は、委託契約締結後やむを得ない事情により再委託を行う場合には、再

委託先等を明らかにした上で機構の承認を得ることとする。 

ニ 民間事業者は、前記ロ又はハにより再委託を行う場合は、再委託先から必要な報告

を徴収することとする。 

ホ 再委託先は、前記の個人情報等の管理、公正な取扱い、金品等の授受の禁止、宣伝

行為の禁止、機構との契約によらない自らの事業の禁止、権利の譲渡等及び権利義務

の帰属について、民間事業者と同様の義務を負うものとする。 

 

（15）委託内容の変更 

機構及び民間事業者は、管理・運営業務の質の向上の推進、またはその他やむを得

ない事由により契約の内容を変更しようとする場合は、予め変更の理由を提出し、そ

れぞれの相手方の承認を得なければならない。 

 

（16）契約の解除等 

機構は、民間事業者が次のいずれかに該当するときは、民間事業者に対し、委託費

の支払いを停止し、又は契約を解除若しくは変更することができる。なお、前記理由

により機構が契約を解除したとき、民間事業者は、違約金として契約金額の１００分

の１０に相当する金額を機構に納付するとともに、機構との協議に基づき、管理・運

営業務の処理が完了するまでの間、責任をもって当該業務の処理を行わなければなら

ない。前記違約金の定めは、違約金額を超過する損害額についての損害賠償を妨げる

ものではない。 

イ 偽りその他不正の行為により落札者となったとき 

ロ 法第１４条第２項第３号若しくは第１５条において準用する第１０条（第１１号を

除く。）の規定により民間競争入札に参加する者に必要な資格の要件を満たさなくな

ったとき 

ハ 契約に従った管理・運営業務を実施できなかったとき、又はこれを実施することが

できないことが明らかになったとき 

ニ 前記ハに掲げる場合のほか、契約において定められた事項について重大な違反があ

ったとき 

ホ 法令又は契約に基づく報告をせず、若しくは虚偽の報告をし、又は検査を拒み、妨

げ、若しくは忌避し、若しくは質問に対して答弁せず、若しくは虚偽の答弁をしたと

き 

ヘ 法令又は契約に基づく指示に違反したとき 

ト 民間事業者（その者が法人である場合にあっては、その役員）又はその職員その他

の従事者が、法令又は契約に違反して、管理・運営業務の実施に関して知り得た秘密

を漏らし、又は盗用したとき 



チ 暴力団員を業務を統括する者又は従事者としていることが明らかになったとき 

リ 暴力団又は暴力団関係者と社会的に非難されるべき関係を有していることが明ら

かになったとき 

 

（17）談合等に係る違約金等 

民間事業者は，本契約に関して，次の各号の一に該当するときは，契約金額（契約

締結後に契約金額の変更があった場合は，変更後の契約金額）の１０分の１に相当す

る額を違約金として機構が指定する期日までに支払わなければならない。 

イ 民間事業者が私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和22年法律第54

号。以下「独占禁止法」という。）第３条又は第19条の規定に違反し，又は民間事業

者が構成員である事業者団体が同法第８条第１項第１号の規定に違反したことによ

り，公正取引委員会が請負者又は請負者が構成員である事業者団体に対して，同法第

49条第１項に規定する排除措置命令又は同法第50条第１項に規定する納付命令を行

い，当該命令又は同法第66条第４項の審決が確定したとき。ただし，民間事業者が同

法第19条の規定に基づく不公正な取引方法（昭和57年公正取引委員会告示第15号）第

６項に規定する不当廉売の場合など発注者に金銭的損害が生じない行為として，民間

事業者がこれを証明し，その証明を機構が認めたときは，この限りでない。 

ロ 公正取引委員会が，民間事業者に対して独占禁止法第７条の２第13項又は第16項の

規定による課徴金の納付を命じない旨の通知を行ったとき。 

ハ 民間事業者（法人の場合にあっては，その役員又は使用人）が刑法（明治40年法律

第45号）第96条の３又は独占禁止法第89条第１項若しくは第95条第１項第１号の規定

による刑が確定したとき。 

 

（18）委託契約の解釈 

委託契約に関して疑義が生じた事項については、その都度、機構と民間事業者とが

協議するものとする。 

 

（19）業務の引継ぎ 

民間事業者は、管理・運営業務を終了し又は中止した場合、以後の管理・運営業務

が引き続き円滑にかつ支障なく遂行できるよう、業務の引継ぎを遅滞なく行わなけれ

ばならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



６ 損害賠償 

民間事業者が管理・運営業務を実施するに当たり、機構又は第三者に損害を与えた場

合において、その損害の賠償に関し民間事業者が負うべき責任については以下のとおり

とする。 

 

（１）民間事業者又はその職員その他の本業務に従事する者が、故意又は過失により、第三

者に損害を加えた場合における、当該損害に対する賠償等については、次に定めるとこ

ろによるものとする。 

イ 機構が当該第三者に対する賠償を行ったときは、機構は民間事業者に対し、当該第

三者に支払った損害賠償額（当該損害の発生について機構の責めに帰すべき理由が存

する場合は、機構が自ら賠償の責めに任ずべき金額を超える部分に限る。）について

求償することができるものとする。 

ロ 民間事業者が民法（明治29年法律第89号）第709条等に基づき当該第三者に対する

賠償を行った場合であって、当該損害の発生について機構の責めに帰すべき理由が存

するときは、当該民間事業者は機構に対し、当該第三者に支払った損害賠償額のうち

自ら賠償の責めに任ずべき金額を超える部分について求償することができる。 

 

（２）民間事業者は、契約に違反し又は故意若しくは重大な過失によって、機構に損害を与

えたときは、その損害に相当する金額を損害賠償として機構に支払わなければならない。 

 

（３）民間事業者の故意若しくは重大な過失によって、機構の物品等に損害を与えたときは、

民間事業者はその損害に相当する金額を損害賠償として機構に支払わなければならな

い。 

 

 

７ 民間事業者の管理・運営業務における実施体制及び実施方法 

 

（１）実施体制 

    大阪第二国際交流会館の管理・運営業務の実施にあたっては、総括責任者の下に事

務責任者、業務責任者を定め、当該施設に平日昼間は事務担当者２名を、平日夜間及

び平日以外は警備員１名を配置し、入居者に対応する。 

 

（２）実施方法 

日常の入居者対応及び緊急時の対応については、管理・運営業務マニュアルに基づ

き、実施要項に記載された内容を確実に実施することにより、快適な居住環境の提供

と学生生活の支援を行う。施設管理については、施設管理業務マニュアルに基づき、

従来の実施水準を維持したうえで、環境マネジメントシステムを通じた環境配慮を行

うことにより、快適で安心な施設の実現に努める。また、入居者へのサービスの質の

向上のため、自己点検を実施する他、入居者からの意見・苦情等を随時受け付け、対

応可能なものは速やかに反映させると共に、対応事例として蓄積し、活用する。 


